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各    位 

 

会 社 名  東 光 株 式 会 社 

代 表 者 名  代表取締役社長 川津原 茂 

コード番号   6801 

上場取引所   東 証 第 一 部 

問 合 せ 先  取締役     水野 雅文 

電 話 番 号    0 4 9 - 2 8 5 - 2 5 1 1 （ 代 表 ） 

 

資本・業務提携並びに第三者割当により発行される株式及び 

転換社債型新株予約権付社債の募集に関するお知らせ 

 

 東光株式会社（以下「当社」という。）は、平成 24 年３月 22 日開催の取締役会において、株式会社村田製

作所との間で、業務提携及びこれを前提とする資本提携を行う契約を締結することを決議し、同日付けにて資

本・業務提携契約を締結いたしましたので、以下の通りお知らせいたします。 

 また、当社は、本提携に基づき、同日開催の取締役会において、株式会社村田製作所を割当先とした第三者

割当による株式（以下「本株式」という。）の発行及び転換社債型新株予約権付社債（以下「本新株予約権付

社債」といい、そのうち社債のみを「本社債」、新株予約権のみを「本新株予約権」という。）の発行（以下

「本第三者割当」という。）を行うことを決議致しましたので、以下のとおりお知らせ致します。 

  

 

Ⅰ 業務提携 

 

１．業務提携の理由 

昨今エレクトロニクス業界においては、グローバル規模での競争が激化しており、電子部品の更なる小型化、デジタ

ル化、高効率化等の差別化がより一層強く求められております。両社はこの度の資本・業務提携により、株式会社村田

製作所の強みであるグローバルな販売力、マーケティング力、生産技術力、幅広い関連技術、及び当社の強みである

メタルアロイ製品での優位性、巻線及び磁性材料技術、半導体のロードマップを踏まえた開発力等の両社の強みを融

合した付加価値の高い製品を迅速に市場導入する体制を強化し、両社の企業価値の向上を図ってまいります。 

 

２．業務提携の内容等 

①当社と株式会社村田製作所の相互協力によるパワーインダクタの販売拡大 

②次世代パワーインダクタの共同開発と販売 

③共同で新たな顧客ニーズを発掘し、その要求を満たすインダクタ関連製品を、両社が連携して開発・生

産・販売していくこと 

 

３．業務提携の相手先の概要（平成23年９月30日現在） 

（１） 名 称 株式会社村田製作所 

（２） 所 在 地 京都府長岡京市東神足１丁目10番１号 

（３） 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長 村田 恒夫 

（４） 事 業 内 容 
ファンクショナルセラミックスをベースとした電子デバイスの研究開

発・生産・販売 

（５） 資 本 金 69,377百万円（平成23年９月30日現在） 

（６） 設 立 年 月 日 昭和25年12月23日 
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ジェーピー モルガン チェースバンク380055 

（常任代理人 株式会社みずほコーポレート銀行決済営業部）
6.0％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 5.6％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 4.4％

日本生命保険相互会社 4.1％

ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパ

ニー（常任代理人 香港上海銀行東京支店） 
3.2％

株式会社 京都銀行 2.3％

明治安田生命保険相互会社 2.3％

SSBT OD05 OMNIBUS ACCOUNT – TREATY CLIENTS（常任代理人

香港上海銀行東京支店） 
1.9％

株式会社 滋賀銀行 1.6％

（７） 大 株 主 及 び 持 株 比 率 

三井住友海上火災保険株式会社 1.3％

資 本 関 係

当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係はあり

ません。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の

関係者及び関係会社の間には、特筆すべき資本関係はあ

りません。 

当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係はあり

ません。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の

関係者及び関係会社の間には、特筆すべき人的関係はあ

りません。 

人 的 関 係

取 引 関 係
当社は当該会社からセラミックコンデンサーを購入して

います。 

（８） 
上 場 会 社 と 当 該 会 社 

と の 間 の 関 係 

関連当事者へ

の 該 当 状 況

当該会社は、当社の関連当事者には該当しません。ま

た、当該会社の関係者及び関係会社は、当社の関連当事

者には該当しません。 

（９） 当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態 

決算期 平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期 

 連 結 株 主 資 本 784,342百万円 800,857百万円 821,144百万円

 連 結 総 資 産 909,327百万円 928,790百万円 988,508百万円

 １株当たり連結株主資本（円） 3,654.34円 3,731.34円 3,825.80円

 連 結 売 上 高 523,946百万円 530,819百万円 617,954百万円

 連 結 営 業 利 益 △16,287百万円 26,730百万円 77,485百万円

 連 結 税 引 前 当 期 純 利 益 △10,319百万円 34,658百万円 82,062百万円

 連 結 当 期 純 利 益 3,588百万円 24,757百万円 53,492百万円

 １株当たり連結当期純利益（円） 16.48円 115.35円 249.23円

 １ 株 当 た り 配 当 金 （ 円 ） 100.00円 70.00円 100.00円

 

４．日 程 

（１） 取 締 役 会 平成24年３月22日（木） 

（２） 業 務 提 携 契 約 締 結 平成24年３月22日（木） 

（３） 業 務 提 携 開 始 日 平成24年３月22日（木） 
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Ⅱ 本第三者割当 

 

１．募集の概要 

（１）本株式 

（１） 払 込 期 日 平成24年４月９日（月） 

（２） 発 行 新 株 式 数 当社普通株式10,582,000株 

（３） 発 行 価 額 １株につき189円 

（４） 調 達 資 金 の 額 1,999,998,000円 

（５） 募 集 又 は 割 当 方 法 

（ 割 当 予 定 先 ） 
第三者割当の方法により株式会社村田製作所に全額を割り当てる。 

（６） 
そ の 他 

前記各項については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とす

る。 

 

（２）本新株予約権付社債 

（１） 払 込 期 日 平成24年４月９日（月） 

（２） 新 株 予 約 権 の 総 数 30個 

（３） 社債及び新株予約権の 

発 行 価 額 
額面100円につき金100円 

（４） 当 該 発 行 に よ る 

潜 在 株 式 数 
当社普通株式7,575,757株 

（５） 資 金 調 達 の 額 1,500,000,000円 

（６） 行 使 価 額 

（ 又 は 転 換 価 額 ） 

平成24年３月21日から１か月遡った期間の東京証券取引所における当

社株式の終値の単純平均価格に1.05を乗じた198円 

（７） 募 集 又 は 割 当 方 法 

（ 割 当 予 定 先 ） 
第三者割当の方法により株式会社村田製作所に全額を割り当てる。 

（８） 
そ の 他 

前記各項については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とす

る。 

 

２．募集の目的及び理由 

上記「業務提携の内容等」に記載したパワーインダクタの開発、および販売の拡大をより確実に実現

していくために株式会社村田製作所との間で資本業務提携を行うものです。当社は厳しい経営環境を乗

り切るために財務基盤の強化が必要となっており、本提携は収益力の向上と財務基盤の強化に資するも

のと考えます。また、第三者割当増資および本新株予約権付社債の転換により既存株主には株式の希薄

化の影響が生じますが、専ら株式により資金調達を図る場合と比べ、株式と転換社債型新株予約権付社

債を組み合わせることで希薄化の影響は緩和されること、資本提携を行うことでいっそう緊密な業務上

の提携関係を構築することができ、金利負担低減効果も相まって、企業価値の向上が期待されることか

ら、これらの組合せによる募集が合理的と判断しております。 

 

３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期 

（１）調達する資金の額 

① 払 込 金 額 の 総 額 3,499,998,000円 

② 発 行 諸 費 用 の 概 算 額 75,000,000円 

③ 差 引 手 取 概 算 額 3,424,998,000円 

注１）発行諸費用の概算額には消費税等は含まれておりません。 

注２）発行諸費用の内訳は、登録免許税7,090,000円、ファイナンシャル及びリーガルアドバイザリーフィー 

67,910,000円です。 
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（２）調達する資金の具体的な使途  

上記差引手取概算額につきましては、株式会社村田製作所との業務提携に係るパワーインダクタの研究

開発費用及び製造設備への投資費用に全額充当致します。また、具体的な使途及び支出予定時期につきまし

ては以下の通りであります。なお、調達した資金の支出までの間は、当社銀行口座において適切に管理いた

します。 

注：パワーインダクタとは、電子機器の電源回路に使用されるエネルギー変換部品であります。 

具体的な使途 金額（百万円） 支出予定時期 

①株式会社村田製作所との業務提携に係る

パワーインダクタの研究開発費用 

<内訳> 

 （１）小型化、高効率化、高温度対応、

高信頼性商品の構造開発及び製造

方法開発に係る労務費及び研究材

料費 

 （２）高性能、高周波化に適合する次世

代材料及び成形技術・端子接合技

術・製造設備の開発に係る労務費

及び研究材料費 

520

210

310

平成24年４月～平成25年12月

②株式会社村田製作所との業務提携に係る

パワーインダクタの製造設備への投資 

<内訳> 

 （１）材料成形設備及び材料加工設備 

（２）巻線、外装組立及び端子成形設備 

 （３）製品検査及びパッケージ設備 

2,904

550

1,894

460

平成24年４月～平成25年12月

 

 

４．資金使途の合理性に関する考え方 

調達する資金を主に本提携に係る研究開発、および量産設備投資に充当することにより、パワーイン

ダクタ製品の競争力強化、販売拡大を図るものであります。また、当社の財務基盤の強化を図り、成長

を確実なものとし収益の改善を図ることで、企業価値及び株主価値の向上に繋がると見込まれることか

ら、当該資金の使途には合理性があるものと考えております。 

 

 

５．発行条件等の合理性 

（１）払込金額の算定根拠及びその具体的内容 

  １．本株式 

払込金額につきましては、平成24年３月22日開催の本第三者割当に係る取締役会決議日の直前営業

日である平成 24 年３月 21 日から１か月遡った期間の株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引

所」という。）における当社株式の終値の単純平均価格である189円と決定いたしました。 

直近１か月の平均値とした理由としましては、昨今の不安定な株式市場や当社の株価動向等を考慮し、

特定の一時点を基準とするより、一定期間の平均値という平準化された値を基準とする方が算定根拠と

して客観性が高く合理的であると判断したためであります。また、当社は平成 24 年２月 17 日に平成

23年 12 月期の決算発表を行い、これと併せて2012 年度から 2014 年度までの３か年の中期計画を策定、

発表していることから、直近１か月の平均値は、直近の３か月間及び６か月間の終値平均値と比べても、

当社の直近の業績動向を適正に反映した市場価格として合理性を有するものと判断いたしました。 
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この払込金額は、本取締役会決議日の前営業日である平成 24 年３月 21 日の終値（188 円）に対して

は 0.5％のプレミアム、直前３か月間（平成 23 年 12 月 22 日から平成 24 年３月 21 日まで）の終値の

単純平均価格（163.46 円）に対しては 15.6％のプレミアム、また、直前６か月間（平成 23 年９月 22

日から平成 24 年３月 21 日まで）の終値の単純平均価格（157.83 円）に対しては 19.7％のプレミアム

となっており、いずれの比較においても、10％を超えるディスカウントにはなっていないことから、会

社法第199 条第3項の定める特に有利な金額には該当しないと判断いたしました。 

また、当社の監査役３名全員（うち社外監査役３名）は、当該払込金額について、算定根拠となった

市場価格が取締役会決議の直前営業日である平成24年３月21日から１か月遡った期間の東京証券取引所

における当社株式の終値の単純平均価格であって、当社の直近の状況が市場評価に客観的に反映されて

おり、当社を取り巻く事業環境、直近の業績動向、昨今の株式市場の動向、当社の株価変動等を総合的

に勘案して、当社の現在の株式価値を客観的に示していると考えられること、また、払込金額について

取締役会決議の直前日の価額に0.9を乗じた額以上であることを求める日本証券業協会の「第三者割当

増資の取扱いに関する指針」に準拠するものであることから、かかる算定根拠には合理性があり、割当

予定先に特に有利な金額には該当しない旨の意見を表明しております。 

 

２．本新株予約権付社債 

当社は、本新株予約権付社債の発行価額、転換価額、利率等の発行条件の決定にあたっては、当社株

式の市場売買高及び株価、権利行使期間、株価変動性等を勘案すると共に社債権者が負担することにな

るクレジット・コスト等を考慮し、総合的に判断して、本新株予約権付社債の発行価額を額面100円に

つき100円、本新株予約権付社債に付された本新株予約権につき金銭の払込みを要しないことといたし

ました。 

本新株予約権付社債の発行価額につきましては、公正性を期すため、独立した第三者機関である山田

FAS株式会社（以下「算定機関」という。）に対して本新株予約権付社債の価値算定を依頼した上で、

算定機関より、本新株予約権付社債の価格算定評価書（以下「本新株予約権付社債評価書」という。）

を取得しております。算定機関は一定の前提（本新株予約権付社債の発行要項に定められた諸条件、当

社普通株式の価格変動性（ボラティリティ）等の下、一般的な株式オプション価値算定モデルである二

項モデルを用いて本新株予約権付社債の公正価値を算定しております。 

当社は、算定機関の評価を踏まえ、かつ、リーガルアドバイザーである鳥飼総合法律事務所（東京都

千代田区）の助言などを参考にして、本新株予約権付社債の発行により調達した資金による投資で当社

の企業価値の向上が見込まれること、本社債に新株予約権を付すことにより一定の金利減免効果が享受

できること等、本社債に本新株予約権を付することにより当社が得ることのできる経済的利益を勘案す

るとともに、本新株予約権は、転換社債型新株予約権付社債に付されたものであり、本社債からの分離

譲渡はできず、かつ本新株予約権の行使に際して当該本新株予約権に係る本社債が出資され、本社債と

本新株予約権が相互に密接に関係することを考慮して、定量的、定性的に十分かつ総合的に検討いたし

ました。 

その結果、本新株予約権付社債の発行価額を額面100円につき100円とすることは、本新株予約権付社 

債を発行することによって得られる当社の経済的利益に見合うものであり、また、本新株予約権付社債

に付された本新株予約権につき金銭の払込みを要しないこととすることは、会社法第238 条第３項第１

号の定める特に有利な条件に該当せず、合理的であると判断しました。 

また、当社監査役３名全員（内、社外監査役３名）は発行要項の内容の説明を受けた結果に加え、算

定機関が算定にあたり採用したパラメータに不合理と認められるものはないこと、算定方法が一般的に

用いられるオプション評価モデルであることから、算定機関の算定結果は合理性のあるものと認められ

ること、算定機関の算定結果を踏まえれば、本新株予約権付社債に付された本新株予約権の実質価値は

本新株予約権の理論的な公正価値を大きく下回るものではないこと、リーガルアドバイザーである鳥飼

総合法律事務所より、会社法の専門的見地から有利発行に該当しないと思料される旨の意見が得られて

いることなどを勘案すれば、本新株予約権付社債の発行は、割当予定先に特に有利ではないと判断した
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旨の意見を表明しております。 

参考までに、当該転換価額は、本件第三者割当に係る取締役会決議日の前営業日である平成24年３月

21日の終値（188円）に対しては5.3％のプレミアム、直前３か月間（平成23年12月22日から平成24年３

月21日まで）の終値の単純平均価格（163.46 円）に対しては21.1％のプレミアム、直前６か月間（平

成23年９月22日から平成24年３月21日まで）の終値の単純平均価格（157.83円）に対しては25.5％のプ

レミアムとなっております。当社といたしましては、当社を取り巻く事業環境、公表している当社の業

績及びその予測、昨今の株式市場の動向等を総合的に考慮すると、当該取締役会決議日の直前営業日で

ある平成24年３月21日から１か月遡った期間の東京証券取引所における当社株式の終値の単純平均価格

が当社普通株式の適正な価格であると判断しております。本新株予約権付社債は、当該取締役会決議日

の直前営業日である平成24年３月21日から１か月遡った期間の東京証券取引所における当社株式の終値

の単純平均価格を元に転換価額を決定していることから、その転換価額については適正価額であると判

断いたしました。 

以上のとおり、本新株予約権の発行価額は確立されたオプション理論に基づき、第三者機関により算

定された結果を参考に決定されたものであり、また、転換価額については、当社普通株式の市場価格を

基準としていることから、当社は、いずれも適正かつ妥当な価額であり、有利発行には該当しないと考

えております。当社グループの今後の事業戦略に合致し、当社株式の希薄化を上回って当社グループの

企業価値の向上に資するものであることなどから、かかる転換価額を含む本新株予約権付社債の発行条

件が合理的であるという結論に変わりはないものと判断しております。 

 

（２）発行数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠 

本株式 10,582,000 株にかかる議決権の数は 10,582 個であり、平成 23 年 12 月 31 日現在の当社の総株

主の議決権の数 95,450 個に対する希薄化率は 11.1％であります。本新株予約権付社債の発行による潜在

株式は 7,575,757 株であり、本株式の発行とあわせ、一連のエクイティ・ファイナンスにより新たに発

行される株式の数は 18,157,757 株、これにかかる議決権の数は 18,157 個、平成 23 年 12 月 31 日現在の

当社の総株主の議決権の数 95,450 個に対する希薄化率は 19.0％となり、既存株主における 1株あたりの

利益（又は損失）を希薄化することとなります。希薄化は生じますが、希薄化率は 19.0％であり、希薄

化の規模は合理的であると考えております。また、前述の通り株式会社村田製作所との業務提携による

シナジー効果により、将来的に当社の企業価値の増大に寄与すると考えられるため、既存株主にも合理

的な資金調達であると判断しております。 

なお、当社では、上記判断に至る過程で、当社の監査役３名全員（うち社外監査役３名）より、本株式

及び本新株予約権付社債の発行の合理性等について妥当である旨の意見を得ております。 

 

６．割当予定先の選定理由等 

（１）割当予定先の概要（平成23年９月30日現在） 

   株式会社村田製作所の概要は、「Ⅰ－３．業務提携の相手先の概要」記載の通りです。 

 

（２）割当予定先を選定した理由 

本提携先を割当先とすることで両社の信頼関係を強化するとともに、上記「業務提携の理由」及び「業

務提携の内容等」に記載のとおり、パワーインダクタの開発、販売の拡大等を図り、当社の収益力・財

務体質の強化による企業価値を向上することを目的に割当先を選定しました。 
 

（３）割当予定先の保有方針 

株式会社村田製作所は長期に保有する意向である旨、口頭で確認しております。本株式並びに本社債及

び本社債に付された新株予約権の行使により取得した株式を第三者に譲渡、その他方法により処分、又

は承継させようとする時は、事前に当社に通知し、当社の意見を確認し合理的な範囲でこれに配慮する

ものとなっております。なお、当社は割当予定先との間で、払込期日 （平成 24 年４月９日）から２年

間において、割当予定先が取得した当社普通株式の全部又は一部を譲渡した場合には、直ちに譲渡を受
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けた者の氏名及び住所、譲渡株式数、譲渡日、譲渡価額、譲渡の理由、譲渡の方法等を当社に書面にて

報告し、当該報告に基づく報告を当社が東京証券取引所に行い、当該報告の内容が公衆の縦覧に供され

ることに同意することにつき、確約書を受領する予定であります。 

 

（４）割当予定先の払込みに要する財産の存在について確認した内容 

株式会社村田製作所は、同社の第75期（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）にかかる有

価証券報告書及び第 76 期第３四半期（平成 23 年 10 月１日から平成 23 年 12 月 31 日まで）にかかる四

半期報告書によれば、同平成 23 年 3月 31 日時点において 48,880 百万円、同年12 月 31 日時点において

56,382 百万円の現預金を連結貸借対照表に計上していることが認められ、その後かかる財務内容が大き

く悪化したことを懸念させる事情も認められないことから、本株式及び本新株予約権付社債の払込みに

ついて問題ないと判断しております。 

 

７．募集後の大株主及び持株比率 

募集前（平成23年12月31日現在） 募 集 後 

株式会社埼玉りそな銀行 4.22％ 株式会社村田製作所 9.79％

第一生命保険株式会社 3.67％ 株式会社埼玉りそな銀行 3.81％

株式会社みずほコーポレート銀行 2.82％ 第一生命保険株式会社 3.31％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）） 

2.50％ 株式会社みずほコーポレート銀行 2.54％

CHASE MANHATTAN BANK GTS CLIENTS 

ACCOUNT ESCROW 

（常任代理人：株式会社みずほコーポ

レート銀行決済営業部） 

2.06％ 日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）） 

2.25％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社(信託口) 

1.81％ CHASE MANHATTAN BANK GTS CLIENTS 

ACCOUNT ESCROW 

（常任代理人：株式会社みずほコーポ

レート銀行決済営業部） 

1.86％

アルプス電気株式会社 1.72％ 日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社(信託口) 

1.64％

日本証券金融株式会社 1.57％ アルプス電気株式会社 1.55％

TDK株式会社 1.51％ 日本証券金融株式会社 1.42％

株式会社みずほ銀行 1.41％ TDK株式会社 1.36％

 

（ご参考）割当予定先が本新株予約権を行使した場合の持株比率 

募集前（平成23年12月31日現在） 募 集 後 

株式会社埼玉りそな銀行 4.22％ 株式会社村田製作所 15.69％

第一生命保険株式会社 3.67％ 株式会社埼玉りそな銀行 3.56％

株式会社みずほコーポレート銀行 2.82％ 第一生命保険株式会社 3.09％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）） 

2.50％ 株式会社みずほコーポレート銀行 2.38％

CHASE MANHATTAN BANK GTS CLIENTS 

ACCOUNT ESCROW 

（常任代理人：株式会社みずほコーポ

レート銀行決済営業部） 

2.06％ 日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）） 

2.11％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社(信託口) 

1.81％ CHASE MANHATTAN BANK GTS CLIENTS 

ACCOUNT ESCROW 

（常任代理人：株式会社みずほコーポ

1.74％
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レート銀行決済営業部） 

アルプス電気株式会社 1.72％ 日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社(信託口) 

1.53％

日本証券金融株式会社 1.57％ アルプス電気株式会社 1.45％

TDK株式会社 1.51％ 日本証券金融株式会社 1.33％

株式会社みずほ銀行 1.41％ TDK株式会社 1.27％

 

８. 企業行動規範上の手続きに関する事項 

 本件第三者割当は、①希釈化率が 25%未満であること、②支配株主の異動を伴うものではないこと(本

新株予約権すべてが権利行使された場合であっても、支配株主の異動が見込まれるものではないこと)か

ら、東京証券取引所の定める上場規程第 432 条に定める独立第三者からの意見入手及び株主の意思確認

手続きは要しません。 

 

９．今後の見通し 

本新株式及び本新株予約権付社債の発行により、金利負担が減り、自己資本の増強等により財務体質

の強化も見込まれますが、それ自体による業績への影響は軽微である見通しです。 

また、本提携は、事業拡大による収益力の向上に資するものであると考えており、今後提携の詳細を

協議する中で、開示すべき事項が発生した場合は、判明次第速やかに公表いたします。 

 

10．最近３年間の業績及びエクイティ・ファイナンスの状況 

（１）最近３年間の業績（連結） 

 平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年12月期 

連 結 売 上 高 46,100百万円 37,986百万円 27,277百万円

連 結 営 業 利 益 △3,603百万円 396百万円 △248百万円

連 結 経 常 利 益 △4,147百万円 △199百万円 △503百万円

連 結 当 期 純 利 益 △9,856百万円 93百万円 △2,629百万円

１株当たり連結当期純利益 △102.41円 0.97円 △27.34円

１ 株 当 た り 配 当 金 －円 －円 －円

１ 株 当 た り 連 結 純 資 産 188.69円 196.20円 123.45円

 

（２）現時点における発行済株式数及び潜在株式数の状況（平成23年12月31日現在） 

 株 式 数 発行済株式数に対する比率 

発 行 済 株 式 数 97,540,646株 100％ 

注）平成23年12月31日時点において、潜在株式はありません。 

 

（３）最近の株価の状況 

① 最近３年間の状況 

 平成22年３月期 平成22年12月期 平成23年12月期 

始  値 128円 151円 161円

高  値 186円 192円 213円

安  値 86円 106円 116円

終  値 150円 158円 132円
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② 最近６か月間の状況 

 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 

始  値 167円 145円 170円 153円 130円 159円

高  値 172円 175円 171円 154円 167円 195円

安  値 138円 140円 141円 123円 127円 158円

終  値 151円 171円 151円 132円 160円 189円

 

 

③ 発行決議日前営業日株価 

 平成24年３月21日 

始  値 188円

高  値 192円

安  値 188円

終  値 188円

 

（４）最近３年間のエクイティ・ファイナンスの状況 

該当事項なし 

 

 

11．発行要項 

   別紙添付のとおり。 

 

 

 

以 上 

 

（参考）当期連結業績予想（平成24年２月17日公表分）及び前期連結実績 

 連結売上高 連結営業利益 連結経常利益 連結当期純利益 

当期連結業績予想 

（平成24年12月期） 
28,700百万円 1,100百万円 900百万円 200百万円

前期連結実績 

（平成23年12月期） 
27,277百万円 △248百万円 △503百万円 △2,629百万円
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東光株式会社 

普通株式 

発行要項 

          

1. 発行新株式数  当社普通株式 10,582,000 株 

2. 発行価格  1 株につき金 189 円   

3. 発行価格の総額  金 1,999,998,000 円     

4. 資本組入額  増加する資本金額 999,999,000 円 

増加する資本準備金の額 999,999,000 円 

5. 募集又は割当方法 第三者割当の方法による 

6. 申込期間  平成 24 年 4月 7日から平成 24年 4月 8日まで 

7. 払込期日  平成 24 年 4月 9日 

8. 割当先及び割当株数 株式会社村田製作所 10,582,000 株 

9. その他  前記各項については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする。 

          以 上 

 

 

別紙１
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東光株式会社 

第６回無担保転換社債型新株予約権付社債 

（転換社債型新株予約権付社債間限定同順位特約付） 

社債要項 

 

本要項は、東光株式会社（以下「当社」という。）が平成 24年 3月 22 日に開催した取締役会の決議に基づいて発行

する東光株式会社第６回無担保転換社債型新株予約権付社債（転換社債型新株予約権付社債間限定同順位特約付）

にこれを適用する。 

          

1. 募集社債の 

名称 

 東光株式会社第６回無担保転換社債型新株予約権付社債（転換社債型新株予約権付社債

間限定同順位特約付）（以下「本新株予約権付社債」といい、そのうち社債のみを「本

社債」、新株予約権のみを「本新株予約権」という。） 

2. 募集社債の 

総額 

 金 15 億円   

3. 各募集社債の

金額 

 金 5,000 万円の一種 

4. 新株予約権付

社債券の発行

及びその形式 

 本新株予約権付社債については、新株予約権付社債券（以下「本新株予約権付社債券」

という。）を発行する。なお、本新株予約権付社債券は無記名式に限るものとし、社債

権者は、本新株予約権付社債券を記名式とすることを請求することはできず、その分割

又は併合を行わない。 

なお、本新株予約権付社債は会社法第 254 条第 2項本文及び第 3項本文の定めにより本

社債又は本新株予約権の一方のみを譲渡することはできない。 

5. 各募集社債の

利率 

 本社債には利息を付さない。 

6. 

 

 

各募集社債及

び新株予約権

の払込金額 

 各募集社債の払込金額  額面 100 円につき金 100 円 

各新株予約権の払込金額 本新株予約権と引換えに金銭の払込みは要しない。 

7. 

 

各募集社債の

償還金額 

 額面 100 円につき金 100 円 

8. 申込期間  平成 24 年 4月 7日から平成 24年 4月 8日まで 

9. 払込期日及び 

新株予約権の

割当日 

 平成 24 年 4月 9日 

10. 募集の方法  第三者割当の方法による。 

11. 担保・保証の有無     

 

 

本新株予約権付社債には担保及び保証は付されておらず、また、本新株予約権付社債のために特に留保され

ている資産はない。 

別紙２
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12. 社債管理者の不設置 

本新株予約権付社債は、会社法第 702 条ただし書きの要件を充たすものであり、社債管理者は設置しない。 

13. 償還の方法 

及び期限 

 (1) 

(2) 

 

①  

本社債の元金は平成 28年 4月 8日にその総額を額面 100 円につき金 100 円で償還する。 

プットオプション条項による繰上償還 

   平成 26 年 4月 9日以降において､本新株予約権付社債権者は、償還期日から 60日以上 90日以内の

事前の繰上償還の通知を当社に対して行った上で、その保有する本社債の全部又は一部を、本社債

の額面 100 円につき金 100円で繰上償還することを当社に対して請求できる。 

  ②  特別事由による繰上償還 

    当社普通株式（組織再編行為（第 14項第（13）号に定義する。）に伴い、承継会社等（第 14項第

（13）号に定義する。）に当社の本新株予約権付社債上の義務が承継される場合には、承継会社等

の普通株式）が日本のいずれの金融商品取引所においても上場されなくなった場合、その保有する

本社債の全部又は一部を、本社債の額面 100 円につき金 100 円で繰上償還することを当社に対して

請求できる。 

  ③  本項の規定による本社債の繰上償還の通知による請求は、当社の定める様式による請求書（以下「繰

上償還請求書」という。）に繰上償還を請求しようとする本社債の金額を表示し、請求の年月日及

び償還期日等を記載してこれに記名捺印した上、当社に対して提出することにより行わなければな

らない。 

  ④  本項による繰上償還請求の効力は、繰上償還請求書が当社に到着したときに生ずるものとする。繰

上償還請求書を提出した本新株予約権付社債権者は、その後これを撤回又は取り消すことはできな

い。 

 (3) 本項に定める償還すべき日（本項第（2）号の規定により本社債を繰上償還する日を含み、以下「償還

期日」という。）が銀行休業日にあたるときは、その前銀行営業日にこれを繰り上げる。 

 (4) 本社債の買入消却は、払込期日の翌日以降いつでもこれを行うことができる。当社は本新株予約権付社

債を買い入れた場合、直ちに本社債を消却するものとし、かかる消却と同時に当該本新株予約権付社債

に係る本新株予約権は消滅する。また当該本新株予約権付社債についての本社債又は当該本新株予約権

付社債に付された本新株予約権の一方のみを消却することはできない。 

14. 本新株予約権に関する事項 

 (1) 本社債に付された本新株予約権の数 

  各本社債に付された本新株予約権の数は 1個とし、合計 30個の本新株予約権を発行する。 

 (2) 本新株予約権と引換えにする金銭の払込みの要否 

  払込みを要しない。 

 (3) 本新株予約権を割当てる日（以下「割当日」という。） 

  平成 24 年 4月 9日。ただし、各本社債の払込金額が第 9項に定める払込期日に当社に払い込まれるこ

とを本新株予約権の割当ての条件とする。 

 (4) 本新株予約権の目的である株式の種類及び種類ごとの数の算定方法 

  本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、本新株予約権を行使すること（以下「行
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使」という。）により当社が当社普通株式を新たに発行又はこれに代えて当社の有する当社普通株式

を処分（以下当社普通株式の発行又は処分を「交付」という。）する数は、行使された本新株予約権

に係る本社債の総額を当該行使時において有効な本項第（9）号に定める転換価額で除して得られる最

大整数とする。この場合に交付する株式の数に 1株未満の端数が生じたときは、これを切り捨て、現

金による調整は行わない。 

 (5) 本新株予約権を行使することができる期間 

  本新株予約権付社債権者は、平成 25年 4月 9日から平成 28年 4月 7日（第 13項第（2)号に定めると

ころにより、平成 28年 4月 8日以前に本社債が繰上償還される場合には、当該償還期日の 14日前）

までの間（以下「行使請求期間」という。）、いつでも、本新株予約権を行使することができる。尚、

第 19項に定めるところにより当社が本社債につき期限の利益を喪失した場合には、期限の利益を喪失

した時（期限の利益の喪失日を含めない。）までとする。但し、平成 25年 4月 9日以前の時点におい

ても、当社以外の者により金融商品取引法に基づく当社普通株式に対する公開買付けが開始された場

合には、当該公開買付けに係る公開買付開始公告がなされた日より本新株予約権を行使することがで

きるものとする。行使請求期間の最終日が銀行営業日でない場合にはその前銀行営業日を最終日とす

る。また、当社が第 13項第（4）号により本社債を買入消却する場合には、本社債が消却される時以

後、本新株予約権を行使することはできない。本新株予約権は、会社法第 287 条の定めにより行使す

ることができなくなった時点において消滅する。上記にかかわらず、組織再編行為をするために本新

株予約権の行使の停止が必要である場合（本項第（13）号に定めるところにより、承継会社等の新株

予約権を交付し、承継会社等が本社債についての社債に係る債務を承継する場合に限る。）は、それ

らの組織再編行為の効力発生日後 14日以内の日に先立つ 30日以内の当社が指定する期間は、本新株

予約権を行使することはできない。この場合には必要な事項をあらかじめ書面で本新株予約権付社債

権者に通知する。 

 (6) その他の本新株予約権の行使の条件 

  各本新株予約権の一部行使はできないものとする。 

 (7) 本新株予約権の行使に際して出資の目的とされる財産の内容及びその価額 

  ① 本新株予約権 1個の行使に際してする出資の目的とされる財産は、当該本新株予約権に係る本社債

とする。 

  ② 本新株予約権１個の行使に際して出資をなすべき財産の価額は、各本社債の金額と同額とする。 

 (8) 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

  ① 本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第

17条第 1項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の

端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。 

  ② 本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、前号記載の資

本金等増加限度額から前号に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

 (9) 転換価額      

  本新株予約権の行使により交付する当社普通株式の数を算定するにあたり用いられる当社普通株式１

株当たりの価額（以下「転換価額」という。）は、当初、平成 24年 3月 22 日開催の本第三者割当に係

る取締役会決議日の直前営業日である平成 24年 3月 21 日から１か月遡った期間の東京証券取引所に
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おける当社普通株式の終値の単純平均価格に 1.05 を乗じた 198 円とする。なお、本項第(10)号に定め

るところに従い調整されることがある。 

 (10) 転換価額の調整      

  ① 当社は、本新株予約権付社債の発行後、本号②（ⅰ）乃至（ⅳ）に掲げる事由のいずれかに該当

する場合は、次に定める算式（以下「新株発行等による転換価額調整式」という。）をもって転

換価額を調整する。 

               交付普通株式数×1株当たりの払込金額 

                  既発行普通株式数 ＋ --------------------------------------- 

        時  価   

  調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 ×  -------------------------------------------------------------- 

           既発行普通株式数 ＋ 交付普通株式数 

  ② 新株発行等による転換価額調整式により本新株予約権付社債の転換価額の調整を行う場合及びそ

の調整後の転換価額の適用時期については、次に定めるところによる。 

   (ⅰ) 本号③（ⅱ）に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する場合（ただし、

取得請求権付証券等（下記（ⅲ）に定義する。）の取得と引換えによる交付、新株予約権（新

株予約権付社債に付されたものを含む。）の行使による交付又はストック・オプションその

他のインセンティブ・プランを目的とする発行若しくは付与の場合を除く。） 

    調整後の転換価額は、払込期日（募集に際して払込期間が設けられたときは当該払込期間の

最終日とする。以下同じ。）の翌日以降、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日

がある場合は、その日の翌日以降、これを適用する。 

   (ⅱ) 当社普通株式について株式分割又は株式無償割当てを行う場合  

    調整後の転換価額は、当社普通株式の株式分割のための基準日の翌日以降、当社普通株式の

無償割当てについて株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合は、その日

の翌日以降、また、当社普通株式の無償割当てについて株主に割当てを受ける権利を与える

ための基準日がない場合には、当該割当ての効力発生日の翌日以降、これを適用する。 

   (ⅲ) 本号③（ⅱ）に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する定めのある取得請

求権付株式、取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたもの

を含む。以下同じ。）（これらの株式又は新株予約権を取得対価として交付する定めのある証

券又は権利を含み、以下「取得請求権付証券等」という。）を発行する場合（無償割当ての

場合を含む。） 

    調整後の転換価額は、発行される取得請求権付証券等の全てが当初の条件で取得又は行使さ

れ当社普通株式が交付されたものとみなして（当社普通株式を交付する定めのある取得請求

権付株式、取得条項付株式又は取得条項付新株予約権を取得対価として交付する定めのある

証券又は権利の場合、当該株式又は当該新株予約権の全てが取得又は行使され当社普通株式

が交付されたものとみなす。以下同じ。）新株発行等による転換価額調整式を準用して算出

するものとし、払込期日（新株予約権及び新株予約権付社債の場合は割当日）又は無償割当

ての効力発生日の翌日以降、これを適用する。 

ただし、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合は、その日の翌日以降、
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これを適用する。 

上記にかかわらず、取得又は行使に際して交付される当社普通株式の対価が上記の適用日時

点で確定していない場合は、調整後の転換価額は、当該対価の確定時点で発行されている取

得請求権付証券等の全てが当該対価の確定時点の条件で取得又は行使され当社普通株式が

交付されたものとみなして新株発行等による転換価額調整式を準用して算出するものとし、

当該対価が確定した日の翌日以降、これを適用する。 

   (ⅳ) 本号②（ⅰ）乃至（ⅲ）の各取引において、当社の普通株式の株主に割当てを受ける権利を

与えるための基準日が設定され、かつ、各取引の効力の発生が当該基準日以降の株主総会又

は取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときには、本号②（ⅰ）乃至（ⅲ）に

かかわらず、調整後の転換価額は、当該承認があった日の翌日以降これを適用するものとす

る。 

この場合において、当該基準日の翌日から当該取引の承認があった日までに、本新株予約権

を行使した新株予約権者に対しては、次の算出方法により、当社普通株式を交付するものと

する。 

     （調整前転換価額－調整後転換価額）×調整前転換価額により当該期間内に交付された株式数 

   株式数 ＝ ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

      調整後転換価額  

    この場合に 1株未満の端数を生じたときは、これを切り捨て、現金による調整は行わない。 

  ③ (ⅰ) 転換価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り

捨てる。 

   (ⅱ) 転換価額調整式で使用する時価は、新株発行等による転換価額調整式の場合は調整後の転換

価額を適用する日（ただし、本号②（ⅳ）の場合は基準日）に先立つ 45取引日目に始まる

30取引日（終値のない日数を除く。）の東京証券取引所における当社普通株式の毎日の終値

（気配表示を含む。）の平均値とする。 

この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り捨てる。 

   (ⅲ) 新株発行等による転換価額調整式で使用する既発行株式数は、当社の普通株主の株主に割当

てを受ける権利を与えるための基準日がある場合はその日、また、基準日がない場合は、調

整後の転換価額を適用する日の１か月前の日における当社の発行済普通株式数から、当該日

における当社の有する当社普通株式数を控除し当該転換価額の調整前に本号②(ⅳ)又は本

号④に基づき交付株式数とみなされた当社の普通株式のうち未だ交付されていない当社の

普通株式の株式数を加えた数とする。また、本号②（ⅱ）の当社普通株式の株式分割の場合

には、新株発行等による転換価額調整式で使用する交付株式数は、株式分割のための基準日

における当社の有する当社普通株式に割当てられる当社普通株式数を含まないものとする。 

   (ⅳ) 新株発行等による転換価額調整式により算出された調整後転換価額と調整前転換価額との

差額が１円未満にとどまるときは、転換価額の調整は行わないこととする。ただし、次に転

換価額の調整を必要とする事由が発生し転換価額を算出する場合は、新株発行等による転換

価額調整式中の調整前転換価額に代えて、調整前転換価額からこの差額を差引いた額を使用

するものとする。 
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  ④ 本号②又は③の転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、合理的

に必要な転換価額の調整を行う。 

   (ⅰ) 株式の併合、当社を存続会社とする合併、当社を承継会社とする吸収分割又は当社を完全親

会社とする株式交換のために転換価額の調整を必要とするとき。 

   (ⅱ) その他当社普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により転換価額の調整

を必要とするとき。 

   (ⅲ) 転換価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の転換価

額の算出に当たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があると

き。 

 (11) 本項第（10）号により転換価額の調整を行うときは、当社は、あらかじめ書面によりその旨並びにそ

の事由、調整前の転換価額、調整後の転換価額及びその適用の日その他必要な事項を全ての本新株予

約権付社債権者、第 27項に定める財務代理人及び第 26項に定める行使請求受付場所（以下「行使請

求受付場所」という。）に通知する。ただし、適用の日の前日までに前記の通知を行うことができない

ときは、適用の日以降すみやかにこれを行う。 

 (12) 新株予約権の行使の方法     

  ① 本新株予約権の行使請求受付事務は、行使請求受付場所においてこれを取り扱う。 

  ② 行使請求受付場所に対し行使に要する書類を提出した者は、その後これを撤回することができな

い。 

 (13) 当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社

が分割会社となる場合に限る。）、株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場

合に限る。）（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）を行う場合は、第 13 項第(2)号に基

づき本社債の繰上償還を行う場合を除き、組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株

予約権の新株予約権者に対して、当該新株予約権者の有する本新株予約権に代えて、それぞれの場合

につき、会社法第 236 条第 1項第 8号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「承継会社等」という。）

の新株予約権で、本号に定める内容のもの（以下「承継新株予約権」という。）を交付する。この場

合、組織再編行為の効力発生日において、本新株予約権は消滅し、本社債についての社債に係る債務

は承継会社等に承継され（承継会社等に承継された本社債を、以下「承継社債」という。）、本新株

予約権の新株予約権者は、承継新株予約権の新株予約権者となるものとし、本要項の本新株予約権に

関する規定は承継新株予約権について準用する。ただし、吸収分割又は新設分割を行う場合は、その

効力発生日の直前において残存する本新株予約権の新株予約権者に対して当該本新株予約権に代えて

承継会社等の承継新株予約権を交付し、承継会社等が本社債についての社債に係る債務を承継する旨

を、吸収分割契約又は新設分割計画において定めた場合に限るものとする。 

  ① 交付する承継会社等の承継新株予約権の数 

   組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本社債の社債権者が保有する本社債に係る本

新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

  ② 承継新株予約権の目的たる承継会社等の株式の種類 

   承継会社等の普通株式とする。 

  ③ 承継新株予約権の目的たる承継会社等の株式の数 
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   行使請求に係る承継新株予約権が付された承継社債の額面金額の合計額を本号④に定める転換価

額で除して得られる数とする。この場合に１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金に

よる調整は行わない。 

  ④ 承継新株予約権付社債の転換価額 

   承継新株予約権付社債（承継新株予約権を承継社債に付したものをいう。）の転換価額は、当該組

織再編行為の効力発生日の直前に本新株予約権を行使した場合に本新株予約権付社債権者が得ら

れるのと同等の経済的価値を、組織再編行為の効力発生日の直後に承継新株予約権を行使したとき

に受領できるように定めるものとする。なお、組織再編行為の効力発生日以後における承継新株予

約権の転換価額は、本項第（10）号の調整に準じた調整を行う。 

  ⑤ 承継新株予約権の行使に際して出資の目的とされる財産の内容及びその価額 

   承継新株予約権１個の行使に際してする出資の目的とされる財産は、当該承継新株予約権に係る承

継社債とし、当該社債の価額は、各承継社債の額面金額と同額とする。 

  ⑥ 承継新株予約権の行使請求期間 

   本項第（５）号に定める本新株予約権の行使請求期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうち

いずれか遅い日から、本項第（５）号に定める本新株予約権の行使請求期間の満了日までとし、本

項第（５）号に準じた制限に服する。 

  ⑦ 承継新株予約権の行使の条件 

   本項第（６）号に準じて決定する。 

  ⑧ 承継新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関す

る事項 

   本項第（８）号に準じて決定する。 

  ⑨ 組織再編行為が生じた場合 

   本号に準じて決定する。 

 (14) 

 

 

(15) 

新株予約権の行使による株式の交付 

本新株予約権の行使により交付される当社普通株式は、社債、株式等の振替に関する法律（以下「社

債等振替法」という。）及び株式会社証券保管振替機構の業務規程その他規則に従って新規記録される。 

単元株式数の定めを廃止する場合 

当社が単元株式数の定めを廃止する場合等、本要項の規定中読み替えその他の措置が必要となる場合

には、当社は必要な措置を講じる。 

15. 担保提供制限 

当社は、本新株予約権付社債の未償還残高が存する限り、本新株予約権付社債発行後に当社が国内で今後発

行する他の転換社債型新株予約権付社債に当社が担保権を設定する場合には、本新株予約権付社債のために

も担保付社債信託法に基づき同順位の担保権を設定する。 

なお、転換社債型新株予約権付社債とは、会社法第２条第 22号に定められた新株予約権付社債であって、会

社法第 236 条第 1項第 3号の規定に基づき本新株予約権の行使に際して、当該新株予約権に係る出資の目的

とすることが新株予約権の内容とされたものをいう。 

16. 担保付社債への切替 

 (1) 当社は、社債権者集会の承認を得た上で、いつでも本新株予約権付社債権保全のために担保付社債信
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託法に基づき担保権を設定することができる。 

 (2) 当社が第 15項又は前号により本新株予約権付社債のために担保権を設定する場合は、当社は、直ちに

登記その他必要な手続を完了し、かつ、その旨を担保付社債信託法第 41 条第 4 項の規定に準じて公

告する。 

17. 担保提供制限に係る特約の解除    

 当社が、第 15項又は第 16項第(1)号により本新株予約権付社債のために担保権を設定した場合は、以後、第

15項は適用されない。 

18. 財務上の特約 

当社は、本新株予約権付社債の払込期日以降、本新株予約権付社債の未償還残高が存する限り、次の各号を

遵守することを確約する。 

 (1) 各事業年度の決算期の末日における連結純資産の部の金額を、平成 23年 12 月決算期の末日の連結純

資産の部の金額の 75％以上の金額に維持すること。ただし、各事業年度において、事前に意思決定時

点における本新株予約権付社債の残高の３分の２を上回る本新株予約権付社債権者の書面による承諾

を得て当社が行った自己株式の取得による連結純資産への影響額は、当該事業年度の決算期の末日に

おける連結純資産の部の金額から控除するものとする。 

 (2) 各事業年度の決算期の連結営業利益について 2 期連続の赤字を回避すること。 

19. 期限の利益喪失に関する特約 

当社は、次の各場合には本社債について当然に期限の利益を失う。 

 (1) 当社が、次の各場合のいずれかに該当したとき 

① 当社が破産手続開始、民事再生手続開始若しくは会社更生手続開始の申立てをし、又は取締役会に

おいて解散（合併の場合を除く。）の議案を株主総会に提出する旨の決議を行ったとき。 

② 当社が、破産手続開始、民事再生手続開始若しくは会社更生手続開始の決定又は特別清算開始の 

命令を受けたとき。また、当社が手形交換所の取引停止処分を受けたとき。 

③ 当社が、解散の決議を行い若しくは解散命令を受け、その他法令若しくは定款上の解散事由が発生

したとき、又は事業を廃止したとき。 

④ 当社が事業を営むために必要な政府当局又は規制当局の許可、認可又は登録等が取消される等維持

できなくなったとき。 

 (2) 当社が、次の各場合のいずれかに該当し、本社債の社債権者より、期限の利益を喪失させる旨の書面

の通知を受けたとき。なお、当社の責めに帰すべき事由により当該通知の到達が遅延した場合、又は

到達しなかった場合には、通常到達すべき時点に当該通知を受けたものとみなす。 

①� 当社が本新株予約権付社債の社債要項のいずれかの規定（第 18項を除く）に違背し、本社債の社

債権者から是正を求める通知を受領した後 30日以内にその履行又は補正をしないとき。 

②� 当社が本社債以外の債務について期限の利益を喪失したとき、又は第三者が負担する債務に対して

当社が行った保証債務について履行義務が発生したにもかかわらずその履行をすることができな

いとき。 

③� 当社が、その事業経営に不可欠な資産について、差押もしくは競売（公売を含む。）の申立てを受

け、又は滞納処分を受ける等当社の信用を著しく害損する事実が生じたとき。 

④� 当社が、事業を停止し、又は所轄政府機関若しくは規制当局等から業務停止等の処分を受けたとき。 
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⑤� 当社が、第 18項の規定に違背したとき。 

20. 本新株予約権付社債権者に対する通知 

 

 

 

21. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

22. 

 

 

 

 

 

23. 

 

 

 

 

 

 

24. 

 

本新株予約権付社債に関して本新株予約権付社債権者に対し通知をする場合、法令に別段の定めがある場合

を除き、当社の定款所定の方法により公告してこれを行うものとする。ただし、法令に別段の定めがあるも

のを除き、公告の掲載に代えて本新株予約権付社債権者に対し直接に通知する方法によることができる。 

社債権者集会に関する事項 

（1） 本新株予約権付社債の社債権者集会は、本社債の種類（会社法第 681 条第 1号に定める種類をいう。） 

の社債（以下「本種類の社債」という。）の社債権者により組織され、当社がこれを招集するものと

し、社債権者集会の日の 3週間前までに、社債権者集会を招集する旨及び会社法第 719 条各号に掲げ

る事項を公告するものとする。 

（2） 本種類の社債の社債権者集会は東京都においてこれを行う。 

（3） 本種類の社債の総額（償還済みの額を除き、当社が有する当該社債の金額の合計額は算入しない。）

の10分の1以上にあたる本種類の社債を有する社債権者は、本新株予約権付社債についての社債等振

替法第222条第3項の規定による書面を当社に提示のうえ、社債権者集会の目的である事項及び招集の

理由を記載した書面を当社に提出して、社債権者集会の招集を請求することができる。 

社債要項の変更 

（1） 本要項に定められた事項（ただし、第 27項を除く。）の変更は、法令に定めがあるときを除き、当社

と全ての本新株予約権付社債権者の間の合意又は社債権者集会の決議を要する。ただし、社債権者集

会の決議は、裁判所の認可を受けなければ、その効力を生じない。 

（2） 裁判所の認可を受けた前号の社債権者集会の決議又は当社と全ての本新株予約権付社債権者の間の

合意を証する書面は、本要項と一体をなすものとする。 

新株予約権付社債券の喪失等 

（1） 本新株予約権付社債券を喪失した者が、その種類、記番号及び喪失の事由等を当社に届け出て、かつ、

公示催告の手続をし、その無効宣言があった後、除権決定の確定謄本を添えて請求したときは、当社

は、これに代わり新株予約権付社債券を交付する。 

（2） 本新株予約権付社債券を毀損又は汚染したときは、その本新株予約権付社債券を提出して代り本新株

予約権付社債券の交付を請求することができる。ただし、真偽の鑑別が困難なときは喪失の例に準ず

る。 

代り新株予約権付社債券の交付の費用等 

代り新株予約権付社債券を交付する場合は、当社は、これに要した実費（印紙税を含む。）を徴収する。 

25. 償還金支払事務取扱者（償還金支払場所）  

 株式会社みずほコーポレート銀行 本店   

26. 行使請求受付場所  

 みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

27. 

 

28. 

 

財務代理人 

株式会社みずほコーポレート銀行 

社債要項の公示 

当社は、その本店に本要項の謄本を備え置き、その営業時間中、一般の閲覧に供する。 
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29. 会社法その他の法律の改正等、本要項の規定中読み替えその他の措置が必要となる場合には、当社は必要な

措置を講じる。 

30. その他 

 前記各項については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする。 

          以 上 
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